【様式第１号】
企画提案参加申込書
令和　　年　　月　　日
山梨県知事　長崎 幸太郎　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名                             印
　令和５年４月２６日付けで公告された「令和５年度地域日本語教育推進事業業務委託」について、別添のとおり企画提案書を提出します。
　なお、募集要項の「３　企画提案の参加資格」の（１）から（７）まで全ての要件に該当していること、この企画提案書等提出書類の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。
１　提案に付する事業名　　令和５年度地域日本語教育推進事業業務委託
　２　添付書類　

1 誓約書（様式第２号）
2 会社概要等整理表（様式第３号及び会社パンフレット等）

3 受託実績整理表（様式第４号－１）
4 日本語教育に関する業務実績整理表（様式第４号－２）

　　　　⑤　配置予定者調書（様式第５号）
　　　　⑥　企画内容書（任意様式、表紙をつけること）

　　　　⑦　業務工程表（任意様式）
⑧　経費見積書（任意様式）

　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　
　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　
　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｅ-mail　

　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名　

　　　　　　　　　　　　　　
【様式第２号】

誓　　　　約　　　　書

令和　年　　月　　日

山梨県知事　長崎 幸太郎　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日　（ 昭和・平成 ）　　年　　月　　日
私は、次の事項について誓約します。

なお、３及び４に関して県が必要な場合には、山梨県警察本部に照会することについて承諾します。

また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意します。

１　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者ではありません。

２　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申し立て、又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき民事再生手続開始の申し立てがなされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた者を除く。）ではありません。

３　自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。

（１） 暴力団 （暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

（３） 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者

（４） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者

（５） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

（６） 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記（１）から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結している者

４　３の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人ではありません。

５　「山梨県建設工事請負契約に係る指名停止等措置要領（平成２３年４月１日）」や「山梨県物品購入等契約に係る指名停止等措置要領（平成１０年４月１日）」による指名停止措置期間中の者ではありません。
【様式第３号】
会 社 概 要 等 整 理 表

	企画提案者
	会社（団体）名
	連絡担当
者
	所　　属

	
	
	
	役職・氏名

	
	所　在　地
	
	

	
	
	
	電話番号

	
	
	
	電話番号（携帯電話）



	
	ホームページアドレス
	
	ＦＡＸ

	
	
	
	E-mail


	設 立 年 月
	
	資本金（億円）
	

	売上金（億円）
	 
	従業員数（人）
	

	契約を担当する事業所（商号又は名称、所在地、代表者の役職・氏名）
	
	関 連 会 社
	


· 会社概要など参考となる資料がありましたら添付してください。

【様式第４号－１】
受　託　実　績　整　理　表
提出者名　　　　　　　　　　　　
委託業務に類似もしくは関連のある業務（国又は地方公共団体からの受託）の実績確認
	
	業　務　名
	
	
	

	
	発 注 機 関 名
	
	
	

	
	契　約　金　額
	
	
	

	
	履　行　期　間
	
	
	

	
	業 務 の 概 要
	
	
	

	
	当該業務におけるセールスポイント
	
	
	


※記載件数は、３件以内とすること。（代表実績から順に記入）
※業務実績は元請けとして契約した業務を対象とすること。
【様式第４号－２】
日本語教育に関する業務実績整理表
提出者名　　　　　　　　　　　　
日本語教育に関する業務の実績の確認
	
	業　務　名
	
	
	

	
	実　施　時　期
	
	
	

	
	業 務 の 概 要
	
	
	

	
	当該業務におけるセールスポイント
	
	
	


※記載件数は、３件以内とすること。（代表実績から順に記入）
【様式第５号】

配置予定者調書
	①氏名
	②生年月日  　     年　　月　　日（　　歳）

	③所属・役職　

	④地域日本語教育コーディネーターの要件を満たす要件（いずれかに○）
・大学又は大学院において日本語教育に関する教育課程を履修して所定の単位を修得し、かつ、当該大学を卒業し又は当該大学院の課程を修了した者　　　　　　　　　(卒業又は修了年月日：　　　年　月　日)
・大学又は大学院において日本語教育に関する科目の単位を２６単位以上修得し、かつ、当該大学を卒業し又は当該大学院の課程を修了した者　　　　　　　　　　　　(卒業又は修了年月日：　　　年　月　日)
・公益財団法人日本国際教育支援協会が実施する日本語教育能力検定試験に合格した者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(登録番号：　　　　　　)(取得年月日：　　　年　月　日)
・学士の学位を有し、かつ、日本語教育に関する研修であって適当と認められるものを４２０単位時間以上受講し、これを修了した者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(修了年月日：　　　年　月　日)
・その他上記要件と同等以上の能力があると認められる者　　 　（実績、経験を任意様式で提出すること）

	⑤日本語教育に関し、携わった（携わっている）業務の内容・期間
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　従事期間（　　年　　月 ～　　年　　月まで）
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　従事期間（　　年　　月 ～　　年　　月まで）

	⑥山梨県居住年数　　（　　　）年間　（　　年　　月　～　　年　　月まで）
　※現在も在住している場合は終期の記載は不要。

	⑦主な業務実績

	業務名
	発注者名（自事業所主催の場合は省略）
	業務概要
	実施期間

	
	 
	（　　　　　　として従事）
	

	      
	 
	（　　　　　　として従事）
	

	
	
	（　　　　　　として従事）
	


※記入欄が不足する場合は、欄を追加して記載すること。
※業務実績については、代表実績から順に記入すること。
【様式第６号】

令和５年度地域日本語教育推進事業業務委託に係る企画提案質問票

	山梨県男女共同参画・共生社会推進統括官　外国人活躍推進担当　江原　宛

E-mail：danjo-kyosei@pref.yamanashi.lg.jp
送付日：　令和　　年　　月　　日


	会　社　名
	
	所在地
	

	所属部署名
	
	ＴＥＬ
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	質問者氏名
	
	
	

	
	
	E-mail
	

	


※質問の先頭には、「企画提案募集要項」、「仕様書」等の別と項番等を明示すること。

※質問内容は、事項ごとに別葉で作成すること。

※質問の受付期限は令和５年５月１２日（金）午後５時までとする。


